
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

２．中小会員全体アンケート結果 
 ①「企業行動憲章」について 
・「規定を設定済＋規定は設定していないが 
 実質活動を実施」が１２６社（全体の８７％） 
 と、２０１４年度の３５社（同６４％）から 
 大きく増加 
・但し「未設定（設定する予定無しを含む）」も 
 １４社（同１０％）と依然として多い 
 
 
 
②「コンプライアンス基本規定」について 
・「規定を設定済＋規定は設定していないが 
 実質活動を実施」が１２４社（全体の８６％） 
 と、２０１４年度の３１社（同５７％）から 
 大きく増加 
・但し「未設定（設定する予定無しを含む）」も 
 １７社（同１２％）と依然として多い 
 
 
 
 
③「内部通報制度」 について 
・「規定を設定済＋規定は設定していないが 
 実質活動を実施」が１１５社（全体の７９％） 
 と、２０１４年度の２９社（同５３％）から 
 大きく増加 
・但し「未設定（設定する予定無しを含む）」も 
 ２４社（同１７％）と依然として多い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

２０１７年度「コンプライアンス優先経営」アンケート結果 

【アンケート調査実施の背景】 

 中央業務委員会の事業計画の中で、『コンプライアンス優先経営の徹底』が重点項目になっている。
昨今、企業の社会的責任が高まってきており、車体工業会の会員の多くを占める中小企業においてもコ
ンプライアンス遵守が求められている。一方、車体工業会としても、会員のコンプライアンス遵守は、
一般社団法人として社会的信頼に繋がる重要なものである。 
 しかし、従来はコンプライアンス遵守に関する中小企業会員の実態把握がほとんど出来ていなかった
ため、２０１４年度より実態把握のためのアンケート調査を継続しており、今回で４回目となる。 
 
１．回答率の進捗について 
  

・回答率が、８９．０％と、アンケート
開始時（２０１４年度）の３５．７％か
ら、毎年継続して上昇、４回目となる今
年度は８９．０％まで回答率が上がった。 
 「コンプライアンス優先経営」の重要
性に関する意識向上が年々高まっている
ことがうかがえる。 

３．部会別アンケート結果 
「部会別回答率」について 
・４部会とも昨年度より回答率が上昇。 
 いずれも８５％超となった 
 
 
 
 
①「企業行動憲章」について 
・２０１７年度は、４部会とも「規定を設定済 
 ＋規定は設定していないが実質活動を実施」 
 が前年度より増加 
 特装：９２％、特種：８６％、 
 トラック：８４％、バン：９４％ 
・但し「未設定（設定する予定無しを含む）」 
 も依然として多い 
 
 
 
 
 
②「コンプライアンス基本規定」について 
・２０１７年度は、４部会とも「規定を設定済 
 ＋規定は設定していないが実質活動を実施」  
 が前年度より増加 
 特装：９６％、特種：８１％、 
 トラック：８２％、バン：８９％ 
・但し「未設定（設定する予定無しを含む）」 
 も依然として多い 
 
 
 
 
 
③「内部通報制度」について 
・２０１７年度は、４部会とも「規定を設定済  
 ＋規定は設定していないが実質活動を実施」 
 が前年度より増加 
 特装：９２％、特種：９３％、 
 トラック：４２％、バン：７８％ 
・但し「未設定（設定する予定無しを含む）」 
 も依然として多い 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．まとめ 
 ４年間にわたるアンケート結果を通じて、コンプライアンス遵守に関する意識は大きく向上してきた 
 ことがうかがえる。 
 さらに、実質的な活動も含めて実践している中小会員も着実に増加している。 
  これらを踏まえて、２０１８年度の重点課題は次の通りとしたい。 
 ・「さらなる意識向上の継続」のためにもアンケートを継続実施 
 ・規定の制定等で活動を質の向上を図りたい会員のためのサポート活動の実施           
    
                                 以上 
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